
1

県議選挙区 氏名 会派 現・新

回
答
日
，
△
未
送
付
，
×
未
回
答

(

1

)

今
後
国
内
の
原
発
は
ど
う
す
べ

き
だ
と
思
い
ま
す
か
？
A
全
廃
・
B
減

ら
す
・
C
現
状
維
持
・
D
増
設

(

2

)

島
根
原
発
・
伊
方
原
発
が
事
故

を
起
こ
す
可
能
性
は
あ
る
と
思
い
ま
す

か
？
A
あ
る
・
B
な
い
・
C
そ
の
他

(

3

)

島
根
原
発
の
運
転
の
事
前
了
解

を
広
島
県
に
も
求
め
る
べ
き
だ
と
思
い

ま
す
か
？
A
思
う
・
B
思
わ
な
い
・
C

そ
の
他

(

4

)

上
関
原
発
を
ど
う
す
べ
き
だ
と

思
い
ま
す
か
？
A
中
止
・
B
再
検
討
・

C
建
設
・
D
そ
の
他

(

5

)

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー

の
発
電

比
率
を
ど
う
す
べ
き
だ
と
思
い
ま
す

か
？
A
1
0
0
％
・
B
5
0
％
・

C
2
2
％
・
D
現
状
維
持
・
E
そ
の
他

(

6

)

エ
ネ
ル
ギ
ー

政
策
全
般
に
つ
い

て
ご
意
見
を
お
聞
か
せ
く
だ
さ
い
。

（

自
由
記
入
）

(

7

)

広
島
県
は
防
災
の
観
点
か
ら
原

発
に
対
し
何
か
す
べ
き
か
ご
意
見
を
お

聞
か
せ
く
だ
さ
い
。
（

自
由
記
入
）

広島市 日下　美香 公明党 現 ×

中　 区 佐藤　一直 広志会 現 ×

3/3 林　　大蔵 無所属(自民) 新 未送付

広島市 緒方　直之 自民議連 現 ×

東　 区 大島　昭彦 自民議連 現

立候
補し
ない

畑石　顕司 自民議連 現 ×

村上　厚子 共産党 新 2月15日 A A A A A

○5/3 柿本　忠則 （無所属） 新 ×

広島市 中本　隆志 自民議連 現 ×

南　 区 窪田　泰久 自民議連 現 ×

3/3 中原　好治 民主県政会 現 ×

広島市 砂原　克規 広志会 現 ×

西　 区 福知　基弘 民主県政会 現 ×

田川　寿一 公明党 現 ×

4/4 山木　茂 （無所属） 新 ×

広島市 冨永　健三 自民議連 現 ×
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佐伯区 宮崎　康則 自民議連 現 ×

3/3 瀧本　　実 民主県政会 現 ×

廿日市市 安井　裕典 自民議連 現 ×

山下　智之 自民議連 現 ×

○3/2 半明　晃二 （無所属） 新 3月23日

A A A A A 日本の風土、環境、技術力等、総合的に
勘案し、再生可能エネルギーの利用を増
進させることが、大いに期待でき、再生
エネルギーへの変換を加速させるべきで
あると考えます。

８年前の東北大震災により、今なお苦し
む方が大勢おられます。私達はこれを重
大な教訓として受けとめなければなりま
せん。地震国日本において原発事故は他
の様々な災害とは全く異質なものであ
り、防災の観点からも広島県として原発
をなくす方向へ発信していくべきと考え
ます。

大竹市 狭戸尾　浩 自民議連 現 ×

江田島市 沖井　　純 自民議連 現 ×

広島市 河井　案里 自民会 現 ×

安佐南区 石橋林太郎 自民議連 現 ×

栗原　俊二 公明党 現 ×

鷹廣　　純 民主県政会 現 ×

5/5 前田　康治 （無所属） 新 未送付

広島市 山崎　正博 自民議連 現 ×

安佐北区 渡辺　典子 自民会　 現 ×

東　　保幸 民主県政会 現 ×

○4/3 三宅　典子 （無所属） 新 ×

山県郡 宮本　新八 広志会 現 ×

安芸高田市 児玉　　浩 自民議連 現 ×

広島市 檜山　俊宏 自民会 現 ×

安芸区 西村　克典 民主県政会 現 ×

安芸郡 伊藤真由美 自民議連 現 ×
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平本　　徹 自民会 現 ×

3/3 高田　　稔 （無所属） 新 未送付

東広島市 下原　康充 草莽の会 現 ×

井原　　修 広志会 現 ×

西本　博之 民主県政会 現 2月21日

E（徐々に
全廃）

C（可能性
の話であ
り、どち
らとも言
えない）

A B C

天野　正勝 無所属（自民推薦） 新 ×

恵飛須圭二 （無所属） 現 ×

○6/4 福田　泰崇 （無所属） 新 未送付

呉　 市 奥原　信也 自民議連 現 ×

城戸　常太 広志会 現 ×

下西　幸雄 公明党 現 ×

犬童　英徳 民主県政会 現 2月13日

A A A A A ○地球温暖化の対策を最優先して、教
育・産業総体の見直しを進めるべき
○市民一人一人の生活の見直し省エネの
暮しに取組むべき
○原発ゼロの方針を政府として明確に取
組むべき

○中国地方の原発廃止に取組むべき
○電力会社に協定を申入れるべき。事前
協議・情報公開etc

宮　　政利 民主県政会 現 ×

坪川　竜大 （無所属） 新 ×

○7/5 弘中礼二郎 （無所属） 新 ×

竹原市・豊田郡 森川　家忠 自民議連 現 ×

三原市 上田　泰弘 自民議連 現 ×

世羅郡 桑木　良典 民主県政会 現 ×
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伊藤　英治 （無所属） 新 2月21日

B（エネル
ギー政策
全体を見
ながら減
らしてい
くべき）

C（100％
起こらな
いとは言
えない。
起こらな
い為の対
策と起
こった場
合の対策
をしっか
りすべ
き）

C（思う
が、県を
越える話
は国との
協議も必
要と思い
ます）

E（電力のコ
ントロール可
能な範囲で増
やしていくべ
き。またトー
タルな生産コ
ストも考慮し
つつ。

・電力への依存度が益々高まる社会にお
いて、供給側の技術開発への投資は増や
されるべきと思っています。
・命にかかわる施設（病院等）、企業、
一般家庭等それぞれに対応した政策が必
要と思います。

原発大国世界一に向けてひた走る中国が
近くにあり、危機感を持っています。国
内の事情だけでなく、世界に向けてメッ
セージを広島県が発する事は意味のある
事と思います。いかに正しいメッセージ
を発信できるかが重要と思います。

○4/3 平本　英司 （無所属） 現 ×

尾道市 松浦　幸男 自民会 現 2月12日

B（方向性
は全廃で
す）

A（日本列
島周辺の
地殻変動
大きさ次
第です。
想定外の
大型のも
のが到来
すれば大
惨事にな
ります）

A 計画中の
耐震性の
基準がど
の程度か
承知して
いません
ので、何
ともコメ
ント出来
ません。

A 現在のエネルギー政策は自分の身を食べ
ながらのエネルギーで、地球上の人口は
益々増している以上可能な限り再生エネ
ルギーに変えて行くべきです。

福島の事件の反省の上にたって強力な防
災システムを再構築すべきです。

高山　博州 自民議連 現 ×

金口　　巌 民主県政会 現 ×

○4/3 吉井　清介 （無所属） 元 ×

三次市 下森　宏昭 自民議連 現 ×

庄原市 小林　秀矩 自民議連 現 ×

府中市・神石郡 岡崎　哲夫 草莽の会 現 ×

福山市 宇田　　伸 自民議連 現 ×

松岡　宏道 自民議連 現 ×

三好　良治 自民議連 現 ×

出原　昌直 自民議連 現 ×

尾熊　良一 公明党 現 ×
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石津　正啓 公明党 現 ×

辻　　恒雄 共　産 現 3月8日

A A A A A（できるだ
け100％に近
づける）

再生可能エネルギーは普及が進めば進む
ほど安定し、太陽光、小水力、バイオマ
ス、風力、地熱など多様なエネルギーを
組み合せば安定する。日本の多様で豊か
な再生エネルギーの潜在力を生かし、自
然エネルギー大国に切り替える。特に、
広島県では過疎化が進む中山間地域の産
業の活性化につながる。

いまの原発技術は、本質的に未完成で危
険。大量の放射性物質がひとたび外部に
放出されれば、抑える手段がない。被害
はどこまでも広がり、長期にわたって危
険を及ぼす可能性があり、地域社会全体
の存続が危うくなる。福島の原状がそれ
を物語っている。島根原発30ｷﾛ圏の27万
人の避難を受け入れる協定を結んでい
る。広島県は、大崎上島町を除く全ての
市町が受け入れを決めているが、受け入
れのマニュアルは原発過酷事故対応では
なく、一般災害と同じような対策になっ
ていると思われる。府中町の場合、受け
入れ期間は6ｶ月までとしている。福島の
事故を見れば、8年経っても帰還困難な
状況が続いている。以上のことを考えれ
ば、原発の過酷事故には通常の防災は役
に立たず、原発を動かさないこと、廃炉
が何よりの対策。

山下　真澄 民主県政会 現 2月13日

B（減らし
ながら完
全廃止
へ）

A A A 割合は詳細な
計算を必要と
するので即答
できないが、
最大限、増や
す取り組みを
進める

小規模水力発電の増設、ガス発電の増設
を含め、原発ゼロをめざして多様な発電
施設でエネルギーをまかなう中長期的な
政策を進めるべきである。

福島原発の事故で明らかになったよう
に、原発で過酷事故が発生した場合、放
射能汚染は防ぎようがない。県民の安全
を守るにはヨー素剤の常時配布、万一の
際の避難方法と場所の確保などしか考え
られない。原発の安全性を求めるという
ことは、原発そのものを廃止すべきであ
るという立場と矛盾して難しい。

的場　　豊 民主県政会 現 2月26日
A A A A B

稲葉　　潔 （無所属） 新 ×

小川　博美 （無所属） 新 2月10日

B A A B E（2030年ま
でに非石化エ
ネルギ44％）

非石化エネルギー政策を地方創世の手段
として使うことを提言して参ります。原
子力もさる事ながら、地球温暖化現象か
ら自然災害も大きな問題だと考えており
ます。

まず情報開示を県民に対して徹底する事
だと思います。

小畠　崇弘 （無所属） 新 ×
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○13/10 村上　栄二 （無所属） 新 2月14日

B C（何事に
も言い切
る事が出
来ない）

C（県知事
判断で
す）

B（不勉強
の為です
が、今後
現実的に
省エネ
化、少子
高齢化を
前に必要
なのか？

A（地球温暖
化の問題）

人は生ているだけでも年剣200kgのCO2を
排出します。端的に人口問題が地球温暖
化の問題と直結しております。個々の
国々で事情が違う中で、日本国が維持す
べきは自然エネルギーの開発と共に世界
に自然エネルギーを輸出していくスタン
スが必要だと思います。

私は当然原発に対して政府対応の遅れや
一部有識者の意見だけを聴いてそれが全
ての考えだと思う人達に違和感を覚えて
います。防災を全体規制で見ますが、こ
の質問はあくまで国会議員を対象にすべ
きです。


